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株式会社日本政策金融公庫 

 

 

中間損益計算書（平成 31 年 4 月～令和元年 9月）                （単位：億円） 

 

経常収益 経常利益（▲損失） 中間純利益（▲純損失） 

30／9 期

（6ヵ月） 

元／9期

（6ヵ月） 

30／9 期

（6ヵ月） 

元／9期

（6ヵ月） 

30／9 期 

（6ヵ月） 

元／9期

（6ヵ月） 

日本政策金融公庫 3,007 2,579 531 43 529 42 

国民生活事業（国民一般向け業務勘定） 686 686 ▲26 ▲44 ▲27 ▲45 

農林水産事業（農林水産業者向け業務勘定） 204 219 0 ▲0 0 ▲0 

中小 

企業 

事業 

中小企業者向け融資・証券化支援保証 

業務勘定 
457 430 59 ▲68 59 ▲68 

中小企業者向け証券化支援買取業務勘定 2 3 1 1 1 1 

信用保険等業務勘定 1,574 1,174 571 197 571 197 

危機対応円滑化業務（危機対応円滑化業務勘定） 83 63 ▲74 ▲42 ▲74 ▲42 

特定事業等促進円滑化業務 

（特定事業等促進円滑化業務勘定） 
1 1 0 0 0 0 

 

中間貸借対照表（令和元年 9月 30 日現在）              （単位：億円） 

 

総資産 純資産 

31／3 期末 
元／9中間

期末 
31／3 期末 

元／9中間

期末 

日本政策金融公庫 210,881 206,466 56,142 56,647 

国民生活事業（国民一般向け業務勘定） 70,666 69,646 8,545 8,499 

農林水産事業（農林水産業者向け業務勘定）   30,995 31,414 4,021 4,021 

中小 

企業 

事業 

中小企業者向け融資・証券化支援保証 

業務勘定 
50,678 49,538 13,302 13,233 

中小企業者向け証券化支援買取業務勘定 1,170 1,063 248 249 

信用保険等業務勘定 31,216 31,342 22,770 23,430 

危機対応円滑化業務（危機対応円滑化業務勘定） 25,717 22,073 7,252 7,210 

特定事業等促進円滑化業務 

（特定事業等促進円滑化業務勘定） 
451 1,389 2 2 

 

令和元年９月期中間決算の損益状況等についてコメントは別添のとおり。詳細については、別添資料 参照 

令和元年９月期中間決算及び令和元年上半期の主な取組み事項については、別添参考資料 参照 

 

 

日本政策金融公庫の令和元年 9月中間期決算について 

ニュースリリース 

https://www.jfc.go.jp/n/release/pdf/topics_191128a_1.pdf
https://www.jfc.go.jp/n/release/pdf/topics_191128a_2.pdf


 

日本政策金融公庫 令和元年 9 月中間期決算の概要 

 

 

 

【中間損益計算書】 

 

・経常収益は、貸出金利息等による資金運用収益 1,072 億円、保険引受収益 1,172 億円、

政府補給金収入 298 億円の計上等により、2,579 億円となった。 

・経常費用は、借入金及び社債の支払利息等による資金調達費用 205 億円、保険引受費

用 929 億円、営業経費 597 億円、貸倒引当金繰入額 673 億円の計上等により、2,535 億

円となった。 

・この結果、経常利益は43億円となり、特別損益を含めた中間純利益は、42億円となった。 

 

 

【中間貸借対照表】 

 

・資産の部合計は、20 兆 6,466 億円となり、その大部分は貸出金である。 

貸出金残高は、前期末に比べ 3,290 億円減少し、16 兆 7,567 億円となった。 

・負債の部合計は、14 兆 9,819 億円となり、そのうち借用金が 12 兆 5,022 億円、社債が

1兆 3,953 億円、保険契約準備金が 7,856 億円である。 

・純資産の部合計は、出資金 463 億円の受入れ及び中間純利益 42 億円の計上等により、

5兆 6,647 億円となった。 

別紙 



 

リスク管理債権                           （単位：百万円） 

 

国民生活事業 

（国民一般向け業務勘定） 

農林水産事業 

（農林水産業者 

   向け業務勘定） 

中小企業事業 

（中小企業者向け融資・証

券化支援保証業務勘定） 

３事業合計 

破綻先債権 5,748 441 1,574 7,765 

延滞債権 101,955 52,955 458,858 613,770 

３カ月以上延滞債権 64 669 － 733 

貸出条件緩和債権 403,518 16,847 69,754 490,119 

合計 511,286 70,913 530,187 1,112,388 

リスク管理債権合計

／貸出金残高（％） 
7.37 2.31 10.27 7.34 

 

金融再生法開示債権                         （単位：百万円） 

 

国民生活事業 

（国民一般向け業務勘定） 

農林水産事業 

（農林水産業者 

   向け業務勘定） 

中小企業事業 

（中小企業者向け融資・証

券化支援保証業務勘定） 

３事業合計 

破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 
29,527 3,067 9,316 41,911 

危険債権 78,637 50,395 451,283 580,315 

要管理債権 403,582 17,516 69,754 490,852 

小計① 511,747 70,978 530,354 1,113,080 

正常債権 6,428,842 3,007,141 4,647,611 14,083,595 

合計② 6,940,589 3,078,120 5,178,049 15,196,759 

（①／②）（％） 7.37 2.31 10.24 7.32 

（注）１.当公庫は、金融再生法（金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（平成 10 年法律第 132 号））の適用

はありませんが、民間金融機関の基準に準じて算出したものです。 

２.中小企業事業及び３事業合計の合計②は要管理先の求償権で弁済契約を締結したものを含み、小計①及び正

常債権の合計と相違しております。 

参考 
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